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（２）概略設計現地調査（和文仮訳） 

 

ニジェール共和国 

マラディ州・ザンデール州小学校教室建設計画 

概略設計調査 

討議議事録 

 

 

ニジェール共和国政府の要請および予備調査の結果に基づき、日本国政府は、マラ

ディ州・ザンデール州小学校教室建設計画(以下｢本プロジェクト｣という)に係る概略設

計調査を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構(以下｢JICA」という)へ調

査を委託した。 
JICAは、無償資金協力部業務第二グループ教育・職業訓練チーム長の星野明彦を総

括とし、2006年6月20日から7月14日の予定で滞在する概略設計調査団(以下「調査団」

という)をニジェール共和国(以下「ニジェール」という)へ派遣した。  
調査団は、ニジェール国政府関係者と協議を行い、ニジェールにおける現地調査を

実施した。  
それらの協議及び現地調査を通して、双方は附属書に示される主要事項を確認した。 
調査団は更なる調査作業を進め、概略設計調査概要書を作成する。  

 

 

2006年6月27日、ニアメにて 
 

 

 

星野明彦 
団長 
概略設計調査団 
JICA 
日本 
 

 Mme.Maiguizo Rakiatou Zada 
次官 
基礎教育・識字省 
ニジェール共和国 
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附 属 書 

 

１． プロジェクトの目的 

 プロジェクトの目的は、マラディ州、ザンデール州において教室の建設および機

材の供与を行うことにより、教育環境を改善することである。 
 

２． 調査の内容・実施スケジュール: 

2-1 本プロジェクトに対する予備調査の結果を踏まえ、日本側は上述1.に記載された

目的を達成するための概略設計調査の実施を決定した。ニジェール側は、日本側

から説明のあった予備調査結果、および同結果を踏まえた本プロジェクトの調査

方法、スケジュール等について合意し、インセプションレポートに記載された内

容およびニジェール側が行うべき事項について受け入れた。 
2-2 調査団は2006年7月14日までニジェールにおける現地調査を継続する。ニジェー

ル側責任機関および実施機関は円滑な調査のために、調査団に対して必要な支援

を行うことを約束した。 
2-3 本概略設計調査の実施は、即日本政府による無償資金協力の実施をコミットする

ものではないことをニジェール側は理解した。 
 

３． 責任機関及び実施機関 

3-1 プロジェクトの責任機関は基礎教育・識字省(MEBA)とする。 
3-2 プロジェクトの設計から予備協議を経て、全般的な調整業務にかかる担当機関は

基礎教育・識字省調査・計画局とする。 
3-3 プロジェクトにかかる施工業者、コンサルタント及び機材調達業者の入札の実施

とフォローにかかる担当機関は基礎教育・識字省インフラ・整備局とする。 
3-4 基礎教育・識字省、調査計画局およびインフラ・整備局の組織図を別紙1に添付

する。 
 

４． プロジェクト対象サイト 

 プロジェクトサイトは、以下の地域とする。 

(1) マラディ州 
(2) ザンデール州 

 

５． ニジェール国政府の要請事項 

 調査団と協議の結果、ニジェール側は、別紙2に記載されたサイトにおける、次の

アイテムを最終的な要請として提示し、調査団はこれを確認した。  
(1) 小学校(9mx7mx3.5m)300教室、便所棟200棟の建設 
(2) 教室用机・椅子、教師用机・椅子、棚の調達 
(3) ソフトコンポーネント 

 

６． 協力の基本方針 

6-1 調査団は日本へ帰国後、ニジェールにおける調査結果と10-1に示す選定基準に基

づいて優先整備校リストを作成することとし、プロジェクトの対象範囲は今後の

検討によって決定されるものであることを双方確認した。 
6-2 概略設計において作成される優先整備校リストに記載されるサイトは、詳細設計

段階において変更される可能性があるもので、別紙2にあげる地域および学校は

必ずしも最終的な協力対象を意味するものではないことを双方確認した。 
6-3 調査団は日本へ帰国後、上記５．に示すコンポーネントを基に概略設計を行うが、

各コンポーネントは今後の検討によって決定されるものとし、必ずしも最終的な

協力対象を意味するものではないことを双方確認した。  
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７． 実施体制 

7-1 双方は、本プロジェクトを円滑に実施するため、政府間協議会を設立することを

確認した。  
  政府間協議会の構成メンバーは、以下のとおりである。 

(1) 日本国大使あるいはその代理  
(2) 基礎教育・識字省大臣あるいはその代理  

7-2 ニジェールはE／N締結後、日本における銀行口座開設と調達代理機関 財団法人

日本国際協カシステム(以下「JICS」という)との調達代理契約を行う。口座開設

コストは、ニジェール国政府が自助努力により負担する。 
 

８． コミュニティ開発支援無償資金協力スキーム 

 ニジェール国政府は、調査団の説明及び別紙3および別紙5に示されるコミュニテ

ィ開発支援無償、およびニジェール国政府が負担すべき事項を理解し、プロジェ

クトの円滑な実施のため、必要な措置を適切に講じることを約束した。 
8-1 コミュニティ開発支援無償は、貧困、飢餓、疾病等、人命や安全な生活への脅威

に直面するコミュニティの総合的能力開発の支援被災直後の緊急支援を目的と

して新たに設けられた無償資金協力のスキームである。  
8-2 コミュニティ開発支援無償は、現地仕様・設計に基づく施工、現地業者・資機材

の積極的活用を図る他、競争性の向上等を通じて、一段プロジェクト無償と比し

て大幅なコスト縮減と効率化を目指すものである。 
8-3 ニジェールはJICSと契約を行い、JICSはプロジェクトの円滑な実施のため、資金

管理、調達を行い、プロジェクトの実施に協力する。JICAはプロジェクトが円滑

に促進するよう、被援助国やJICSへの助言等の実施促進を行う。 
8-4 本プロジェクトの実施にかかる援助資金の流れは別紙4のとおりである。 
 

９． 調査のスケジュール 

9-1 調査団は、2006年7月14日までニジェールにおいて更なる調査を継続する。 
9-2 調査団は、2006年10月中旬にニジェールに再来し、概略設計概要説明を行い、概

略説明をもとにニジェール側と協議し、これを採用する。 
9-3 ニジェール側が概略設計概要書の内容におおむね合意した場合、JICAは概略設計

報告書を作成し、2007年1月頃にニジェール国政府に送付する予定である。 
 

10． その他の関連事項: 

 以下の事項について双方は同意した。 

10-1 優先整備学校リスト作成基準 
  優先整備学校リストの作成にあたっては、以下の基準に基づくこととする。  

(1) 教室不足のために、早急に教室建設が必要とされるサイト 
 (50人／教室以上の学校) 
(2) 就学児童数、学齢児童数、人口増加率、就学率などから現在および将来の

教室需要が確認できるサイト 
(3) 教員の確保、予算の確保、関係者の協力など、施設の運営維持管理に問題

のないサイト 
(4) 施設建設予定地の所有権に問題のないサイト  
(5) 他の援助機関による協力との重複がないサイト 
(6) 運営・維持管理に関して、学校運営委員会(COGES)が民主的に組織されて

おり、かつ、その協力が得られるサイト 
(7) 詳細設計時のサイト選定基準の確認 

・  地形・地質的に問題なく、かつ、適切な規模の施設建設予定地が確保

されているサイト 
・  施設建設に必要な既存施設の撤去に問題のないサイト 
・  建替えにあたり、工事中の代替施設を確保できるサイト  
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・  自然災害や治安上の問題のないサイト 
・  給水が確保できるサイト 

 

10-2 プロジェクト実施時の瑕疵責任 
 設計瑕疵が発生した場合には、詳細設計・施工監理コンサルタントが責任を負う。 
  施工瑕疵については、施工業者が責任を負う。 
10-3 詳細設計・施工監理コンサルタント及び建設工事の請負業者 
  詳細設計・施工監理コンサルタントおよび施工業者は、本邦業者に限定しない。

選定にあたっては別途示す調達ガイドラインに従って公正な入札を通じてこれ

を行う。 
10-4 ニジェール側負担事項  
  ニジェール側は、本プロジェクトの責任機関と実施機関が調整、分担しつつ、

実施に際してニジェール側が負担すべき事項と経費を準備し、実施スケジュール

に基づき確実に履行することを約束した。ニジェール側負担事項の詳細について

は別紙5のとおりであり、同事項が実施されない場合、協力対象から除外される

場合があることをニジェール側は理解した。  
  日本側はニジェール側による予算確保に必要な情報を提供する。なお、ニジェ

ール側の負担事項の詳細は、概要説明時にも説明する。  
10-5 建設した施設の運営・維持管理 
  ニジェール側は、無償資金協力で建設された施設を適切に運営・維持管理しな

ければならないことを理解し、これを約束した。 
  また、ニジェール側からは、学校運営・維持管理およびトイレの使用方法など

にかかるソフトコンポーネントの協力について要請された。 
10-6 安全対策 
  本プロジェクトを実施するうえで、ニジェール側はプロジェクト邦人関係者に

対する十分な安全対策を適切に措置することを約束した。 
10-7 必要情報の提供 
  ニジェール側は本調査に必要な、対象サイトにかかる諸データ、自然状況、そ

の他必要とされる情報を調査団に提供することを約束した。 
 

別紙 

１ ニジェール国基礎教育・識字省組織図(調査・計画局、ｲﾝﾌﾗ・整備局) 
２ ニジェール側の要請学校リスト 
３ コミュニティ開発支援無償について 
４ 本プロジェクトの実施に係る援助資金の流れ 
５ ニジェール側負担事項 
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